
　「指定ごみ袋（可燃ごみ・不燃物　兼用）」を導入し、「指
定ごみ袋（ペットボトル）」を廃止します。

 改正のポイント 
１．指定ごみ袋の値段が大幅に下がります。（全て税込料金）
　指定ごみ袋（大）10枚入り　420円→250円
　指定ごみ袋（小）10枚入り　315円→150円
２．可燃ごみも不燃物も同じごみ袋で出すことができます。
　ごみの分別（可燃ごみは可燃ごみのみ・不燃物は不燃物
のみ）は必要ですが、可燃ごみ・不燃物兼用袋としました
ので、袋のロスが少なくなります。
３．指定ごみ袋（ペットボトル）を廃止します。
　容量45リットルまでの「透明袋」にペットボトルのみを
入れて出してください。

 新「指定ごみ袋（可燃ごみ・不燃物兼用）」の注意点 

・�「可燃ごみ」と「不燃物」を同じ袋に一緒に入ないでくだ
さい。その場合は回収をしません。
・�「可燃ごみ」として出す場合は、可燃ごみの分別方法と出
し方、「不燃ごみ」として出す場合は、不燃物の分別方法
と出し方に従って出してください。
※�分別方法と出し方については、ごみ収集計画表を確認し
てください。
４．�10月以降も、現在の指定ごみ袋（可燃ごみ、不燃物、
ペットボトル）はこれまでと同様に使用できます。

ごみ袋と入れられるごみの種類一覧表
ごみの種類

袋の種類
可燃
ごみ 不燃物 ペットボトル

新しい指定ごみ袋
（可燃ごみ・不燃物兼用） ○ ○ ×

現在の指定ごみ袋
（可燃ごみ） ○ × ×

現在の指定ごみ袋
（不燃物） × ○ ×

現在の指定ごみ袋
（ペットボトル）　45L × × ○

市販の透明袋 × × 容量45Lまで
OK

 購入済の指定ごみ袋について 
　既に購入している指定ごみ袋については、10月１日以降
も変わらずご使用いただけますので、交換や返金は行いま
せん。改正までに必要な分だけの購入をおすすめします。

10月１日から指定ごみ袋が変わります
問環境衛生課　環境衛生係　 72-9001

出典：�経済産業省ウェブサイト　3R政策ホーム　ごみイラスト素材集
を使用

　国東自動車学校は、全国でも珍しい公立の自動車教習所
です。公立であるため、民営と比べ教習料は安く、無料の
送迎バスもあります。
　規模が小さい分、一人ひとりに合ったきめ細かなカリ
キュラムを組み、丁寧で実践的な授業を行っています。免
許取得を検討されている方は、ぜひ、国東
自動車学校までお気軽にお問い合わせくだ
さい。
　入校資格などの詳細は市ホームページを
ご覧ください。

　車の運転に不安のある移住者の方を支援するために、
ペーパードライバー講習にかかる費用を助成します。
 助成金額 
　講習１回あたり5,010円を２回まで助成（最大10,020
円助成）
 助成対象者 
　次の要件にすべて当てはまる方が対象です。
①転入日から３か月経過していない方
②�転入日から５年以上継続して市内に定住することを確約
した方

③市税などを滞納していない方

 入学金込み授業料 
免許種別 合計
普通車　MT 267,590円
普通車　AT 252,560円

※原付講習を希望される方は、別途2,860円加算されます。
※�夜間講習（午後５時30分～）をご利用の場合は、夜間料
金23,570円が加算されます。（学生は免除）
※検定料や補習料は別途いただきます。

 申請手順 
　申請書類をまちづくり推進課に提出後、助成券を渡しま
す。
　国東自動車学校に連絡してペーパードライバー講習を予
約し、講習日当日に助成券を自動車学校の窓口で渡して完
了です。
 申請時に必要な書類 
　市税などの滞納がない証明書
 注意 
　講習を受ける前にまちづくり推進課で申請を行ってくだ
さい。

国東自動車学校
入校のご案内

移住者ペーパードライバー卒業応援事業

申・問 国東自動車学校　 72-0399

申・問 まちづくり推進課　地域コミュニティサポート係　 72-5186

回収します 回収しません

可燃ごみと不燃物が
混じっているもの

すべて中身が
不燃ごみ

すべて中身が
可燃ごみ

市ホームページ

 補助対象経費 
　店舗の新築・改装費、備品・設備費、広報費など
 申込期限 
　９月９日㈫
 審査会 
　９月中旬予定
　審査委員に対してプレゼンテーションを行っていただき
ます。
 採択予定 
　４件程度

　創業を促進し、地域経済の活性化と雇用拡大を図ること
を目的に、創業時に必要な初期費用について最大150万円
（経費の２分の１以内）の補助金を交付します。あなたの
「夢」や「思い」の実現に、お役立てください。

国東市創業支援公募補助金
（２次募集）

の申請者を募集します
申・問 観光・地域産業創造課　産業創出係

　 72-5183

8月からの入校生には
「さ吉くんバッグ」を
配布します！

　農業委員会では年に１度、農地法第30条の規定により、市内全農地を対象
に「遊休農地」「遊休農地のおそれのある農地」「違反転用」などの実態把握
と解消にむけて調査を実施しています。
　本年度も農地の状態を確認するため、７月から９月にかけて現地調査を行
います。調査員が農地に立ち入る場合もございますが、ご理解とご協力をお
願いします。

農地パトロール（利用状況調査）を
行います

問農業委員会事務局　 72-5176
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